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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：令和４年３月２日（令和４年（行情）諮問第１７６号） 

答申日：令和５年２月２０日（令和４年度（行情）答申第５３７号） 

事件名：医療指導監査業務等実施要領（指導編）の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「医療指導監査業務等実施要領（指導編）平成３０年９月」（以下「本

件対象文書」という。）につき，その一部を不開示とした決定は，妥当で

ある。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和３年８月２７日付け厚生労働省発

保０８２７第２号により厚生労働大臣（以下「厚生労働大臣」，「処分庁」

又は「諮問庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」とい

う。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである（なお，資料の記載は省略す

る。）。 

（１）審査請求書 

ア 事実認定の前提 

本件審査請求に当たり，前提となる事実を確認すると，以下のとお

りである。 

（ア）本件対象文書の不開示部分について 

本件対象文書の不開示部分（以下「本件不開示部分」という。）

は，以下の３か所である。 

ａ ６６頁，５－（１０）各種指導に係る業務（個別指導），３ 

事前準備，（５）レセプトの収集及び指導用レセプトの抽出の⑨

の記述部分 

ｂ ７０頁，５－（１０）各種指導に係る業務（個別指導），４ 

指導当日の業務，（７）監査への移行の５行目以降，８９頁の１

行目まで 

ｃ ７９頁，５－（１３）各種指導に係る業務（新規個別指導），

３ 事前準備，（５）レセプトの収集及び指導用レセプトの抽出
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の⑨の記述部分 

（イ）２０２０年１１月２４日付け令和２年度（行情）答申第３６４号 

総務省情報公開・個人情報保護審査会（以下，第２において「情

報公開審査会」という。）の２０２０年１１月２４日付け令和２年

度（行情）答申第３６４号において，処分庁は，本件対象文書を不

開示とする理由について，以下のように説明している。 

（引用開始） 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

３ 理由 

（２）本件対象文書のうち不開示とすべき部分について 

ア （略） 

イ 別添２の監査要領（指導編）について 

当該部分のうち，レセプトに関する取扱いが記載されて

いる部分及び指導中止の判断が記載されている部分につい

ては，国の機関が行う保険医療機関若しくは保険薬局（以

下「保険医療機関等」という。）又は保険医若しくは保険

薬剤師（以下「保険医等」という。）に対する指導事務に

関する情報であって，これを公にすると，業務の手順が明

らかになることにより事前に妨害又は隠蔽工作が行われ，

当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある。このため，

これらの部分は，法５条６号柱書きに該当し，不開示とす

ることが妥当である。（略） 

（引用終わり） 

イ 本件開示決定における処分庁の不開示とした理由に対する審査請求

人の認否・反論 

（ア）上記ア（ア）ａ及びｃに記載した不開示部分について 

ａ 法５条６号柱書き該当性について 

上記ア（イ）の引用部分（第３の３（２）イ）に記載のとおり，

上記ア（ア）ａ及びｃに記載した不開示部分は，「レセプトに関

する取扱いが記載されている部分」と推察される。 

また，情報公開審査会は，本件対象文書の一部開示決定に係る

２０２０年３月２３日付け令和元年度（行情）答申第６３３号の

第５の３（２）において，「当審査会において見分したところ，

当該部分には，個別指導において指導用レセプトを抽出する際の

留意事項（略）が具体的に記載されていることが認められる。」

としている。 

しかし，指導用レセプトの抽出がなされるのは，保険医療機関

等に対して個別指導を実施する旨を通知する前の段階である。 
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そもそも，レセプトは，①国の機関が保険医療機関等へ指導を

実施する以前に保険医療機関から審査支払機関に送付されるもの

であることや，②健康保険法等の医療保険各法に基づき，審査支

払機関はレセプトに記載された診療内容や点数の算定方法等につ

いて審査を行い，明らかに請求できないものである場合等には診

療報酬請求の増減（査定）が，記載不備等がある場合には保険医

療機関へのレセプトの差し戻し（返戻）が行われる仕組みとなっ

ていることから，保険医療機関が国の機関が行う指導事務を「事

前に」妨害することは不可能であるし，「隠蔽工作」を行おうと

しても診療報酬請求の査定やレセプトの返戻により診療報酬の請

求自体が成り立たなくなるから，指導事務の遂行に支障を及ぼす

ほどの隠蔽工作も不可能である。 

よって，指導用レセプトの抽出に係る業務の手順が公になった

としても，事前に妨害又は隠蔽工作を行うことは不可能であり，

指導事務の遂行に支障を及ぼすおそれは生じない。 

ｂ 法５条６号イ該当性について 

まず処分庁は，審査請求人が行なった別件審査請求に対する理

由説明書（令和３年（行情）諮問第２５５号）において，本件対

象文書の旧版である「医療指導監査業務等実施要領（指導編）平

成２５年３月」（以下「指導編平成２５年３月版」という。）の

上記ア（ア）ａ及びｃに記載した不開示部分に係る不開示理由に

ついて，法５条６号イを削除し同号柱書きのみに変更している。 

上記ａに記載のとおり，上記ア（ア）ａ及びｃに記載した不開

示部分が，「個別指導において指導用レセプトを抽出する際の留

意事項」に関する情報である以上，監査事務に関する情報には該

当しない。 

つまり，上記ア（イ）の引用部分（第３の３（２）イ）の「ま

た，これらの情報は，保険医療機関等又は保険医等に対する監査

事務に関する情報でもあり（以下略）」には該当しないから，上

記ア（ア）ａ及びｃに記載した不開示部分は，法５条６号イには

該当しない。 

また，情報公開審査会は，２００３年１２月１１日付け平成１

５年度（行情）答申第４３７号（岡山社会保険事務局が医療機関

等に対して個別指導を行う際に用いる個別講評セットの不開示決

定に関する件）の第５の３「（１）法５条６号イ該当性について」

において，以下の考え方を示している。 

（引用開始） 

諮問庁は，保険医療機関等に対する個別指導は，保険医療に関す
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る事務取扱手続等が適正に行われているかどうかを確認するもので

あり，指導の結果，不正又は著しい不当の事実が認められた場合に

は，指導を中止し，直ちに監査を行うことから，法５条６号イの検

査に該当する事務であり，本件対象文書は，同号イの不開示情報に

該当する旨主張する。 

しかしながら，上記１のとおり，行政指導である個別指導は，監

査とは目的，事後の措置等事務の性質が本質的に異なるものであり，

また，本件対象文書は，あくまでも個別指導の際に使用することを

目的として作成されたものであって，監査のために作成されたもの

とは認められないことから，公にすることにより，保険医療機関等

の監査に係る事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとはい

えない。 

したがって，本件対象文書は，法５条６号イの不開示情報に該当

するとは認められない。 

（引用終わり） 

先例答申（２００３年１２月１１日付け平成１５年度（行情）答

申第４３７号）に基づけば，上記ア（ア）ａ及びｃに記載した不開

示部分が法５条６号イには該当しないのは明らかである。 

（イ）上記ア（ア）ｂに記載した不開示部分について 

ａ 上記ア（ア）ｂに記載した不開示部分には，「指導中止の判断」

及び「個別指導から監査へ移行する際の留意事項」に関する記載

がなされている 

上記ア（イ）の引用部分（第３の３（２）イ）に記載のとおり，

処分庁は，上記ア（ア）ｂに記載した不開示部分について，「指

導中止の判断が記載されている部分」と説明している。 

また，情報公開審査会は，２０２０年３月２３日付け令和元年

度（行情）答申第６３３号の第５の３（２）において，「当審査

会において見分したところ，当該部分には（略）個別指導から監

査へ移行する際の留意事項が具体的に記載されていることが認め

られる。」としている。 

「指導中止の判断」及び「個別指導から監査へ移行する際の留

意事項」に関する情報は，保険医療機関等又は保険医等に対する

指導事務に関する情報であり，かつ，監査事務に関する情報でも

あるといえる。 

ｂ 上記ア（ア）ｂに記載した不開示部分は，本件対象文書の旧版

である「医療指導監査業務等実施要領（指導編）平成２３年３月」

（以下「指導編平成２３年３月版」という。）には記載されてい

ない 



5 

 

 

 

本件対象文書と，本件対象文書の旧版である「指導編平成２３

年３月版及び指導編平成２５年３月版の該当部分を比較すると，

上記ア（ア）ｂに記載した不開示部分は，指導編平成２３年３月

版には記載されていないことが推察されるが，指導編平成２５年

３月版には記載されていると推察される。 

つまり，上記ア（ア）ｂに記載した不開示部分は，平成２３年

３月から平成２５年３月までに生じた何らかの事案に対応するた

め，本件対象文書に追加されたと考えるのが自然である。 

ｃ 法５条６号柱書き該当性について 

平成７年１２月２２日付け厚生省保険局長通知「保険医療機関

等及び保険医等の指導及び監査について」の別添１「指導大綱」

（以下「指導大綱」という。）においては，「指導中に診療内容

又は診療報酬の請求について，明らかに不正又は著しい不当が疑

われる場合にあっては，指導を中止し，直ちに監査を行うことが

できる。」とされている。 

上記ア（イ）の引用部分（第３の３（２）イ）に「指導中止の

判断が記載されている部分」と記載されていることを鑑みれば，

上記ア（イ）ｂに記載した不開示部分には，「明らかに不正又は

著しい不当が疑われる場合にあっては，指導を中止」する際の判

断に関する記載がなされていることが推察できる。 

この「明らかに不正又は著しい不当が疑われる場合」に関して，

２０１１年５月３１日東京高等裁判所判決（以下「東京高判」と

いう。）は，「不正」「不当」の証明責任は国（処分庁）にある

（例えば，保険医がした検査について「診療上必要」がないこと

を国が医学的に証明しない限り，「不当」検査とはいえない）と

の判断を示している。 

審査請求人は，この東京高判が上記ｂに記載した「平成２３年

３月から平成２５年３月までに生じた何らかの事案」に該当し，

上記ア（ア）ｂに記載した不開示部分は，東京高判が示した

「「不正」「不当」の証明責任は国（処分庁）にある」との判断

に基づき，平成２５年３月に本件対象文書を改定する際に，追記

された部分であると考える。 

そこで，東京高判が示した「不正」「不当」の証明責任の所在

に沿って，指導大綱の第７の１（２）④「明らかに不正又は著し

い不当が疑われる場合にあっては，指導を中止することができ

る。」という規定を検討すると，健康保険法７３条等に基づく保

険医療機関等並びに保険医等（以下，第２において「保険医等」

という。）に対する個別指導において，行政が「明らかに不正又
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は著しい不当が疑われる」と判断したとしても，保険医等は，行

政が「不正」「不当」とする事実を否認した上で，「不正」「不

当」には該当しない理由を行政に対して説明すれば足りるという

ことになる。 

前述の「「不正」「不当」には該当しない理由を行政に対して

説明すれば足りる」について 

① 行政が「不正」「不当」の根拠資料（証拠）を保有している

場合には，「疑われる」という要件を満たすことができない

（証拠を保険医等に示せば足り，疑う必要がない）。 

② 行政が「不正」「不当」の根拠資料（証拠）を保有していな

い場合には，保険医等から「不正」「不当」には該当しない理

由の説明がなされている以上，「明らかに」という要件を満た

すことができない。 

まとめると，保険医等には「不正」「不当」の事実の証明責

任は課せられていないことから，上記ア（ア）ｂに記載した不

開示部分が公になったとしても，指導事務の遂行に支障を及ぼ

すおそれは生じないということになる。 

なお，東京高判の内容については，保険医等に対して広く周

知され，２０１９年９月７日に日本弁護士連合会が開催した第

２１回弁護士業務改革シンポジウムにおいても報告がなされて

おり，上記ア（ア）ｂに記載した不開示部分に記載された内容

は，既に広く周知されている一般的な内容であるといえる。 

ｄ 法５条６号イ該当性について 

上記ア（イ）の引用部分（第３の３（２）イ）に記載のとお

り，処分庁は，上記ア（ア）ｂに記載した不開示部分（「指導

中止の判断が記載されている部分」）を公にすると，「患者等

への口止め工作や関係資料の改ざん等を行うことにより正確な

事実の把握を困難にするおそれがある。」と説明している。 

しかし，処分庁は，審査請求人が行なった別件開示請求にお

いて，個別の事例における指導中止の判断及び経緯を開示して

いる事実がある。以下に主な事例を抜粋して記載する（以下

略）。 

つまり，処分庁は，個別の事例における指導中止の判断及び

経緯については，公にしても支障はないとする一方，行政指導

の実施要領である本件対象文書の「指導中止の判断が記載され

た部分」（上記ア（ア）ｂに記載した部分）については，公に

すると「患者等への口止め工作や関係資料の改ざん等を行うこ

とにより正確な事実の把握を困難にするおそれがある。」と説
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明しているということになる。 

審査請求人は，上記ア（ア）ｂに記載した部分を不開示とす

る以上，処分庁には当該部分を公にした場合の具体的な支障等

について，説明する義務が生じていると考える。 

この点に関して，情報公開審査会は，２０１４年９月３０日

付け平成２６年（行情）答申第２３７号（関東信越厚生局神奈

川事務所選定委員会資料等の一部開示決定に関する件）の第５

「２ 不開示情報妥当性について」（１）イ（ア）において，

以下の判断を示している。 

（引用開始） 

ところで，他の同様の複数の諮問事件において，当該部分と同様

と認められる部分は，以前の開示請求に対する決定において開示さ

れていたとの主張がなされていることを踏まえ，当該部分の不開示

情報該当性について，当審査会において諮問庁に更に説明を求めた

ところ，諮問庁は，本件開示請求以前の複数の開示請求においては，

当該部分に該当する部分は開示されていたが，当該開示は妥当でな

かったと説明する一方で，そのことにより生じた具体的な支障につ

いては把握していないとも説明する。 

上記の諮問庁の説明を踏まえて検討するに，個別指導の対象とな

る保険医療機関等が，自らの選定理由が情報提供によるものである

と推察するに至った場合，情報提供者に様々な不利益が生じるなど

保険医療機関等の指導事務等の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あるとの諮問庁の説明は，これまでに当該部分が開示されたことが

ないことを前提として是認できるものであるとしてきたところであ

る。 

しかしながら，本件の場合，本件開示請求とは別の開示請求にお

いて選定機関等及び実施機関等数が開示されていたこと，また，そ

のことにより生じた具体的な支障を諮問庁において把握していない

という事実に照らせば，仮に当該部分を開示することにより個別指

導の対象となった保険医療機関等が自らの選定理由が情報提供であ

ることを推認し得ることはあるとしても，そのことだけでは，情報

提供者に様々な不利益が生じるなど保険医療機関等の指導事務等の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれが生じる，あるいは高まるとは認

められないことから，諮問庁の説明を是認することはできない。 

したがって，当該部分は，法５条６号柱書きに該当せず，開示す

べきである。 

（引用終わり） 

また，情報公開審査会は，２０１３年７月１７日付け平成２
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５年度（行情）答申第１０４号（「監督指導業務の運営に当た

って留意すべき事項について」の一部開示決定に関する件）の

第５「２ 不開示情報該当性について」において，以下の判断

を示している。 

（引用開始） 

（１）諮問庁は，理由説明書において，「本件対象文書の記載部分

のうち，不開示とした部分は，公にすることにより，犯罪の予

防，捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそ

れがあり，また検査事務という性格を持つ監督指導の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあることから，これらの情報は，法

５条４号及び６号に該当するものである。」旨，説明する。 

（２）そこで，当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，上記

（１）の理由説明書の内容を確認するため，審査請求人が開示

すべきとする部分を公にした場合の監督指導業務に対する具体

的な支障等について，改めて説明を求めさせたところ，自今該

当箇所について不開示は主張しない旨の回答であり，公にした

場合の具体的な支障等について，更なる説明はなかった。 

（引用終わり） 

審査請求人は，処分庁に対し，前述の２０１４年９月３０日

付け答申及び２０１３年７月１７日付け答申と同様，本件開示

決定においても，審査請求人が開示すべきとする部分，特に上

記ア（ア）ｂに記載した不開示部分（「指導中止の判断」及び

「個別指導から監査へ移行する際の留意事項」）を公にした場

合の保険医療機関等及び保険医等に対する指導事務並びに監査

事務に対する具体的な支障等について，詳細な説明を求める。 

仮に，処分庁が，公にした場合の具体的な支障等について把

握していないのであれば，先例答申に基づき，上記ア（ア）ｂ

に記載した不開示部分を開示するよう求める。 

（ウ）先例答申において，行政指導の実施要領に関する行政文書の不開

示を容認する答申は，本件対象文書に係る答申以外には存在しない 

情報公開審査会がホームページで公開している「情報公開・個人

情報保護関係 答申・判決データベース」において，答申種別「行

政機関／情報公開法」を対象に，「行政指導」の語句を全て含む用

語検索を行った場合，４４１件の答申が表示されるが，そのうち，

行政指導の実施要領に関する行政文書の一部不開示を容認する答申

は，本件対象文書に係る答申以外には存在しない。 

また，処分庁以外の省庁においては，「監査マニュアル」「検査

マニュアル」等をホームページで公にしている事実がある。以下に
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公にされている主な例を抜粋して記載する。（以下略） 

つまり，処分庁以外の省庁が実施する監査及び検査の実施要領並

びに処分庁においても健康保険法７３条等に基づく保険医等への行

政指導以外の行政指導及び監査の実施要領は，全部開示されている

ため，情報公開審査会への諮問の対象とはなっていない事実が推測

される。 

さらに処分庁は，２０１９年３月２５日付け医療指導監査室長事

務連絡「医療指導監査等業務に関する行政文書の開示請求に係る事

務処理について」別添「医療指導監査等業務に関する行政文書の開

示請求に係る事務処理要領」第５の１において，各種指導に係る業

務に係る行政文書の取扱いについて，以下の「開示・不開示の取扱

いを決定するにあたっての基本的な考え方」を示している。 

（引用開始） 

各種指導に係る業務（保険医療機関・保険薬局，保険医・保険薬

剤師に対する健康保険法７３条等の規定に基づく指導に関する業務

をいう。以下同じ。）に関する行政文書は，原則，開示する。 

ただし，開示にあたっては，第３の本条各号における不開示情報

該当性を考慮し，開示・不開示を判断すること。 

（引用終わり） 

本件対象文書においても，「原則，開示する」との「基本的な考

え方」を踏まえ，処分庁以外の省庁が実施する監査及び検査の実施

要領並びに処分庁においても健康保険法７３条等に基づく保険医等

への行政指導以外の行政指導及び監査の実施要領と同様，全て開示

するよう求める。 

（２）意見書 

ア 第１ 事実認定の前提 

前提となる事実を確認すると，次のとおりである。 

（ア）本件対象文書５－（１０）３「（８）進行要領」の記載内容 

本件対象文書５－（１０）「３ 事前準備」「（８）進行要領」

（６７頁）には，以下の内容が記載されている。 

（引用開始） 

（８）進行要領 

① 指導が円滑に実施できるよう，指導当日の進行要領を作成す

る。 

② 進行要領の作成に当たっては，指導を中断又は中止する場合

も想定して準備する。 

（引用終わり） 

（イ）本件対象文書５－（１０）４「（６）中断の対応」の記載内容 
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本件対象文書の５―（１０）「４ 指導当日の業務」「（６）中

断の対応」（６９～７０頁）には，以下の内容が記載されている。 

（引用開始） 

（６）中断の対応 

① 依頼した資料を持参せず指導の目的が達し得ないと判断した

場合，又は指導中に診療内容等に疑義が発生し，指導時間内に

保険医療機関等から十分な説明が得られなかった場合等，予定

した時間内に指導が終了できない場合は，立会者及び保険医療

機関等に理由を説明し指導を中断する。 

② （以下略） 

（引用終わり） 

（ウ）本件対象文書５―（１０）「（７）監査への移行」の記載内容 

本件対象文書の５―（１０）「４ 指導当日の業務」「（７）監

査への移行」（７０頁）には，以下の内容が記載されている。 

（引用開始） 

（７）監査への移行 

指導中に診療内容又は診療報酬請求について，明らかに不正又

は著しい不当が疑われる場合は，指導を中止し，必要に応じ患者

調査を実施した上で速やかに監査を行う。 

（以下，審査請求書ア（ア）ｂに記載した本件不開示部分） 

（引用終わり） 

（エ）医療指導監査業務等実施要領（監査編）平成３０年９月」各種業

務の処理手順等１（４）１０③の記載内容 

医療指導監査業務等実施要領（監査編）平成３０年９月」各種業

務の処理手順等１（４）１０③（２２頁）には，以下の内容が記載

されている。 

（引用開始） 

１０ 監査実施通知 

③ 監査実施通知は原則として，監査実施日より１週間から１０

日前に，配達証明等の名あて人への到達が確認できる方法によ

り行う。 

監査前に組織的な書類の改ざんや証拠隠滅等を図り，監査目

的が達せられなくなるおそれがある場合や，緊急に監査を実施

する必要が生じた場合等にあっては，監査当日に監査実施通知

を手交する。 

（引用終わり） 

イ 諮問庁が理由説明書で主張する事実に対する審査請求人の認否・反

論 
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（ア）理由説明書（下記第３の３（３）ア）「請求人が開示を求める部

分（以下「本件不開示部分」という。）には，指導の実施に当たっ

ての取扱いに関する留意事項等が具体的に記載されている。」との

事実は，審査請求書ア（ア）ｂに記載した不開示部分については，

認められない。 

審査請求書イ（イ）に記載したとおり，審査請求書ア（ア）ｂに

記載した不開示部分の記載内容は，「個別指導から監査へ移行する

際の留意事項」であり，監査の実施に当たっての取扱いに関する留

意事項等に該当する。 

諮問庁も，理由説明書（下記第３の３（３）イ）において，「本

来，監査を行うべきであるにもかかわらず，関係書類の改ざん等が

行われた結果，その確認が行えず，正確な事実の把握が困難になる

おそれがある」として，法５条６号柱書き及びイに該当」すると説

明している。 

諮問庁が，本件不開示部分について，法５条６号イに該当すると

説明している以上，本件不開示部分の記載内容について，「指導の

実施に当たっての取扱い」と限定することは，認められない。 

（イ）理由説明書（下記第３の３（３）イ）「本件不開示部分は，審査

請求人の求める情報とは何ら関係がない」との事実は，行政機関に

よって証明されなければ，認められない。 

諮問庁は，審査請求書ア（ア）ｂに記載した不開示部分について，

審査請求書ア（イ）の引用部分に記載したとおり，「指導中止の判

断が記載されている部分」と説明していることから，審査請求書ア

（ア）ｂに記載した不開示部分には，上記ア（ウ）で引用した「指

導中に診療内容又は診療報酬請求について，明らかに不正又は著し

い不当が疑われる場合は，指導を中止し，必要に応じ患者調査を実

施した上で速やかに監査を行う。」という留意事項に関連した内容

が記載されている事実が推定される。 

そして，諮問庁は，上記ア（イ）に記載したとおり，「指導中に

診療内容等に疑義が発生し，指導時間内に保険医療機関等から十分

な説明が得られなかった場合」には，立会者に理由を説明し，指導

を中断する取扱いを示している。 

また，諮問庁は，上記ア（ア）に記載したとおり，指導の中断及

び指導の中止については，事前に想定し，進行要領として作成して

おく取扱いを示している。 

つまり，指導中に診療内容等に疑義が発生し，指導時間内に保険

医療機関等から十分な説明が得られなかったことを理由として指導

を中断する場合に，立会者に理由を説明する取扱いとしている以上，
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指導中に診療内容又は診療報酬請求について明らかに不正又は著し

い不当が疑われるとして指導を中止する場合にも，指導中断の取扱

いと同様に，立会者に理由を説明するというのが経験則上自然であ

る。 

本件対象文書の開示部分には，前述の指導中止の取扱いに関する

記載はないことから，当該取扱いは，審査請求書ア（ア）ｂに記載

した不開示部分に記載されている可能性がある。よって，「本件不

開示部分は，請求人の求める情報とは何ら関係がない」との諮問庁

の説明を認めることはできない。 

（ウ）理由説明書（下記第３の３（３）イ）「保険医療機関等によって

は，関係書類の改ざん等を行い，適切な診療及び診療報酬請求を行

っているかのように装うおそれがある。」との事実は，認められな

い。 

その理由は，審査請求書イ（ア）ａ及び（イ）ｃに記載したとお

りである。本意見書の提出にあたり，審査請求書イ（イ）ｃに記載

した理由に関係する資料として，別添資料「行政手続実務体系」

（民事法研究会）の①４９７頁Ⅲ５（４）（ア），②５０６頁Ⅳ５

を追加するほか，以下の理由も追加しておく。 

ａ 平成２２年４月１４日横浜地方裁判所判決は，診療録や診療報

酬明細書等の不実記載について，以下の判断を示している。 

（ａ）「不実記載は，・・・原告以外の第三者において，原告によ

る本件コンピュータヘの診察内容の入力後に記載する機会がな

かったといえず，その可能性を否定し去ることもできない。ま

た，仮に原告がア①不実記載に係る入力を行ったとしても，原

告に当該入力により本件クリニックをして診療報酬の不正請求

（付増請求）を行わせる意思（故意）があったと認めるに足る

証拠がない」「ア②ないし⑧の不実記載については，・・・原

告が当該不実記載に係る入力をした事実を認めるに足る証拠は

ない」 

（ｂ）「イ①の不実記載のうち，患者Ｇに係るものは，・・・第三

者において入力することが困難であったということはできない」 

（ｃ）「イ①の不実記載のうち，患者Ｊ及びＦに係る不実記載

は，・・・仮に，これらの不実記載をしたのが原告であると認

められるとしても，原告に当該入力により本件クリニックをし

て診療報酬の不正請求（振替請求）を行わせる意思（故意）が

あったことを認めるに足りる証拠はない」 

（ｄ）「イ②の不実記載は・・・原告以外の第三者においてその入

力が困難であったということはできない」 
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（ｅ）「イ③の不実記載は，実際の診療内容よりも保険点数が低く

なっているから，実際に行った保険診療を保険点数の別の診療

に振り替えて診療録に不実記載をしたものということはできな

い」 

諮問庁の説明する「関係書類の改ざん等」についても，患者ごと

の個別の診療録や診療報酬明細書等について，①個別指導の対象と

なった保険医等以外の第三者によるレセプトコンピューターヘの入

力の可能性の有無並びに②関係書類の改ざんをしたのが個別指導の

対象となった保険医等であると認められるとしても，当該保険医療

機関をして診療報酬の不正請求（振替請求）を行わせる意思（故意）

の有無等の判断が求められるものである。 

諮問庁の説明する「保険医療機関等によっては，関係書類の改ざ

ん等を行い，適切な診療及び診療報酬を行っているかのように装う

おそれ」は，単なる確率的な可能性を指しており，法的保護に値す

る蓋然性並びに，監査事務の適正な遂行に支障を及ぼす蓋然性は，

認められない。 

（エ）理由説明書（下記第３の３（３）イ）「不正又は不当な診療報酬

の請求を発見することが困難となり，本来，個別指導において指摘

して改善を求めるべきところ，その後も当該行為を継続することが

十分予想され」との諮問庁の説明は，失当である。 

ａ 審査請求書イ（ア）ａに記載したとおり，本件対象文書の不開

示部分が公になったとしても，事前に関係書類の改ざん等を行い，

適切な診療及び診療報酬を行っているかのように装うことは，不

可能である。 

ｂ 上記（ウ）ａに記載したとおり，「保険医療機関等によっては，

関係書類の改ざん等を行い，適切な診療及び診療報酬を行ってい

るかのように装うおそれ」に法的保護に値する蓋然性は，認めら

れない。 

ｃ 個別指導の目的は，「不正又は不当な診療報酬の請求を発見す

ること」ではない。個別指導の目的は，「保険医療機関における

保険診療等について定められている「保険医療機関及び保険医療

養担当規則」等をさらに理解していただき，保険診療の質的向上

及び適正化を図ること」（本件対象文書１４０頁）である。 

ｄ 「本来，個別指導において指摘して改善を求めるべきところ，

その後も当該行為を継続することが十分予想され」についても，

行政指導に従うか否かは，指導を受ける保険医療機関等の「任意

の協力」（行政手続法３２条１項）であるから，単なる確率的な

可能性を指しており，法的保護に値する蓋然性は，認められない。 
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（オ）理由説明書（下記第３の３（３）イ）「本来，監査を行うべきで

あるにもかかわらず，関係書類の改ざん等が行われた結果，その確

認が行えず，正確な事実の把握が困難になるおそれがある」との諮

問庁の説明には，理由がない。 

諮問庁の主張のとおり，「本来，監査を行うべきであるにもかか

わらず，関係書類の改ざん等が行われた」という状況であったとし

ても， 

ａ 行政が「関係書類の改ざん」の証拠を保有している場合，諮問

庁は，上記ア（エ）に記載したとおり，「監査前に組織的な書類

の改ざんや証拠隠滅等を図り，監査目的が達せられなくなるおそ

れがある」として，監査当日に監査実施通知を手交し，監査を実

施する（すなわち，個別指導を実施すると通知したにも関わらず，

個別指導を行わず，監査を実施する）取扱いを示しているのであ

るから，「正確な事実の把握が困難になるおそれ」は生じない。 

ｂ 行政が「関係書類の改ざん」の証拠を保有していない場合，諮

問庁は，監査要綱第３「監査対象となる保険医療機関等の選定基

準」１，２の「疑うに足りる理由があるとき」の基準を満たすこ

とができず，監査を実施することはできないから，「正確な事実

の把握が困難になるおそれ」は生じない。 

本来，監査を実施することができないにもかかわらず，「本来，

監査を行うべきであるにもかかわらず，関係書類の改ざん等が行

われた」と主張することは，諮問庁の裁量権を逸脱又は濫用して

おり，違法である。 

（カ）保険医療機関等に対する個別指導（行政指導）において，立会人

に守秘義務は課せられておらず，審査請求書ア（ア）ｂに記載した

不開示部分（指導中止の判断が記載されている部分）を不開示とす

る理由はない。 

本件対象文書の開示部分には，保険医療機関等に対する個別指導

における立会人の守秘義務を規定する記載はない。又，諮問庁は，

理由説明書において，本件対象文書に該当する立会人の守秘義務に

関して何の説明もしていない。 

そして，本件対象文書の開示部分には，保険医療機関に対する個

別指導において，諮問庁（厚生労働大臣又は地方厚生（支）局長）

が指導の中止を宣言する際，立会人に対して退出を求めるとの取扱

いも，記載されていない。 

そうすると，諮問庁は，指導の中止を宣言する際，立会人に対し

て，審査請求書ア（ア）ｂに記載した不開示部分に記載された「指

導中止の判断」を公にしていることになる。少なくとも，立会人が，
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当該不開示部分の内容に関する情報を得るか，又は推認する可能性

があることを否定することは困難といわざるを得ない。 

したがって，審査請求書ア（ア）ｂに記載した不開示部分を不開

示とする理由はない。 

仮に，諮問庁が立会人に対して，本件対象文書の不開示部分の内

容についての守秘を依頼しているのであれば，当該依頼に関する行

政文書は，本件対象文書に該当する。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の経緯 

（１）審査請求人は，令和３年６月２８日付け（同日受付）で，開示請求者

として，処分庁に対して，法３条の規定に基づき，次に掲げる行政文書

（本件対象文書）に係る開示請求を行った。 

・「健康保険法第７３条第２項等及び同法第７８条第２項等に基づく保

険医療機関への行政指導及び監査における学識経験者の立会いに関して，

立会人の設置や資格，職務，守秘義務，立会いに係る謝礼及び旅費等を

定めた行政文書」 

（２）これに対して，処分庁が「医療指導監査業務等実施要領（指導編）平

成３０年９月」を対象文書として特定し，令和３年８月２７日付け厚生

労働省発保０８２７第２号により一部開示決定（原処分）を行ったとこ

ろ，審査請求人がこれを不服として，同年１１月２６日付け（同月２９

日受付）で本件審査請求を提起したものである。 

２ 諮問庁としての考え方 

本件審査請求については，原処分は妥当であるから，棄却すべきである。 

３ 理由 

（１）医療保険制度の概要について 

我が国の医療保険制度は，社会保険制度の一つとして，健康保険法等

に基づき，傷病等について療養の給付を行い，その給付の財源を保険料

の拠出と国庫の負担をもって賄おうとする制度である。 

医療保険制度においては，診察，薬剤の支給，処置，手術その他の治

療等の療養の給付を担当する病院若しくは診療所又は薬局については，

その開設者の申請に基づき，厚生労働大臣が保険医療機関又は保険薬局

（以下，併せて「保険医療機関等」という。）として指定することによ

り，保険診療（保険調剤を含む。）を行うことができることとされてい

る。また，保険医療機関において診療に従事する医師若しくは歯科医師

又は保険薬局において調剤に従事する薬剤師についても同様に，それら

の者の各々の申請に基づき，厚生労働大臣が登録した保険医又は保険薬

剤師（以下，併せて「保険医等」という。）でなければならないことと

されている。 
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（２）保険医療機関等に対する指導等について 

ア 指導について 

指導とは，健保法等の関係法律の規定に基づき，保険医療機関等又

は保険医等が行う療養の給付又は入院時食事療養費，入院時生活療養

費，保険外併用療養費若しくは家族療養費の支給に係る診療（調剤を

含む。以下同じ。）の内容又は診療報酬（調剤報酬を含む。以下同

じ。）の請求について行うものである。 

指導の形態としては，「集団指導」（保険医療機関等を一定の場所

に集めて講習等の方式により実施），「集団的個別指導」（保険医療

機関等を一定の場所に集めて個別に簡便な面接懇談方式により実施）

及び「個別指導」（保険医療機関等を一定の場所に集めて又は当該保

険医療機関等において個別に面接懇談方式により実施）の３形態があ

る。 

このうち，個別指導を行う保険医療機関等の選定基準は，次の（ア）

から（キ）までのとおりである。 

（ア）診療内容又は診療報酬の請求に関する情報の提供があり，個別指

導が必要と認められた保険医療機関等 

（イ）個別指導後の措置が再指導又は経過観察であって改善が認められ

ない保険医療機関等 

（ウ）監査の結果，戒告又は注意を受けた保険医療機関等 

（エ）集団的個別指導の結果，大部分の診療報酬明細書について，適正

を欠くものが認められた保険医療機関等 

（オ）集団的個別指導を受けた保険医療機関等のうち，翌年度の実績に

おいても，なお高点数保険医療機関等に該当するもの 

（カ）正当な理由がなく集団的個別指導を拒否した保険医療機関等 

（キ）その他特に必要が認められる保険医療機関等 

また，個別指導後の措置は，診療内容及び診療報酬の請求の妥当性

により，「概ね妥当」，「経過観察」，「再指導」及び「要監査」の

４種類がある。 

イ 監査について 

監査とは，保険医療機関等が行う診療内容又は診療報酬請求につい

て，不適切なものについては，その事実を確認し必要な措置を講ずる

ことを目的としているものである。 

個別指導において，不正又は著しい不当があったことを疑うに足り

る理由がある場合等には，監査に移行する。 

また，監査後の措置は，不正又は不当の事案の内容により，「取消

処分」（保険医療機関等の指定の取消（健康保険法８０条）及び保険

医等の登録の取消（同法８１条）），「戒告」及び「注意」の３種類
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がある。 

ウ 学識経験者の立会いについて 

集団的個別指導，個別指導及び監査を実施する際に，健康保険法７

３条２項及び７８条２項の規定に基づき，必要があると認めるときは，

診療又は調剤に関する学識経験者をその関係団体の指定により立ち会

わせることとしており，都道府県医師会，同歯科医師会及び同薬剤師

会（以下「医師会等」という。）に対し，文書等により立会いの依頼

を行い，医師会等が指定した者が立ち会うこととなる。 

（３）原処分の妥当性について 

ア 審査請求人が開示を求める部分（本件不開示部分）には，指導の実

施に当たっての取扱いに関する留意事項等が具体的に記載されている。 

イ 審査請求人は，本件開示請求において，健康保険法７３条２項及び

７８条２項の規定に基づき保険医療機関への行政指導及び監査に立ち

会う学識経験者に関する種々の行政文書について，その開示を求めて

いるところ，本件不開示部分は，審査請求人の求める情報とは何ら関

係がないものの，公にすると，指導の対象となる保険医療機関等にお

いて，指導の実施に当たっての取扱いに関する留意事項等の内容を知

り得ることとなり，保険医療機関等によっては，関係書類の改ざん等

を行い，適切な診療及び診療報酬請求を行っているかのように装うお

それがある。 

その場合，不正又は不当な診療内容及び診療報酬請求を発見するこ

とが困難となり，本来，個別指導において指摘して改善を求めるべき

ところ，その後も当該行為を継続することが十分予想され，また，本

来，監査を行うべきであるにもかかわらず，関係書類の改ざん等が行

われた結果，その確認が行えず，正確な事実の把握が困難になるおそ

れがあることは，審査請求人が引用する令和元年度（行情）答申第６

３３号のとおりである。 

このため，本件不開示部分は，法５条６号柱書き及びイに該当し，

不開示を維持することが妥当である。 

４ 結論 

以上のとおり，本件審査請求については，原処分は妥当であるから，棄

却すべきである。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和４年３月２日     諮問の受理 

② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同月１６日        審議 

④ 同年４月７日       審査請求人から意見書を収受 
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⑤ 令和５年２月８日     委員の交代に伴う所要の手続の実施，

本件対象文書の見分及び審議 

⑥ 同月１５日        審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求に対し，処分庁は，本件対象文書の一部について，法５条

６号柱書き及びイに該当するとして不開示とする原処分を行った。 

これに対し審査請求人は，本件不開示部分（上記第２の２（１）ア（ア）

ａないしｃ）の開示を求めているが，諮問庁は原処分を妥当としているこ

とから，以下，本件対象文書を見分した結果を踏まえ，本件不開示部分の

不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）上記第２の２（１）ア（ア）ａ及びｃの不開示部分には，個別指導に

おいて指導用レセプトを抽出する際の留意事項が具体的に記載されてい

ることが認められる。このため，当該部分は，これを公にすると個別指

導の手法が明らかになることから，国の機関が行う保険医療機関等に関

する個別指導に係る事務に関し，当該事務の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法５条６号柱書きに該当し，不開示とする

ことが妥当である。 

（２）上記第２の２（１）ア（ア）ｂの不開示部分には，個別指導から監査

へ移行する際の留意事項が具体的に記載されていることが認められる。

このため，当該部分は，これを公にすると監査の手法が明らかになるこ

とから，国の機関が行う保険医療機関等に対する監査に係る事務に関し，

正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容

易にし，若しくはその発見を困難にするおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法５条６号イに該当し，同号柱書きについ

て判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条６号柱書き及

びイに該当するとして不開示とした決定については，不開示とされた部分

は，同号柱書き及びイに該当すると認められるので，妥当であると判断し

た。 

（第３部会） 

委員 長屋 聡，委員 久末弥生，委員 葭葉裕子 


